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日本においてもＥコマース（Electronic

Commerce：電子商取引）の普及条件が整いつつ

ある。それは、家庭のＰＣ（パソコン）および

インターネットの普及率上昇と、さらにそのこ

とによるＥコマースの認知度の向上である。

ここでは、企業と消費者間のＥコマースに焦

点を絞り、情報環境、供給側（企業）、需要側

（消費者）の三つの視点から概観し、普及の要

件を簡略に検討してみたい。

    (1)(1)(1)(1)ＥＥＥＥココココママママーーーーススススととととはははは

ＰＣとインターネットの普及を背景に、各

方面でＥコマースへの注目度が高まってきて

いる。もともと、Ｅコマースとは主にＥＤＩ

（電子データ交換）など、企業間の商取引に

関わる書類を電子化して通信でやり取りを行

うことを指し、専用端末や専用ソフトが利用

されていた。しかし、インターネットやイン

トラネットの普及と活用により、Ｅコマース

の概念は企業間の取引(以下ＢtoＢ：Business

to Business)に企業と消費者間の取引(以下

ＢtoＣ：Business to Consumer)を加えた、ネ

ットワークにおける経済的、商業的活動の総

称となってきている。また、近年のＢ to Ｃ

のＥコマースは、インターネット・コマース

とも呼ばれ、供給者と消費者間のコミュニケ

ーションを重視する傾向にある。

(2)(2)(2)(2)追追追追いいいい風風風風のののの日日日日本本本本のののの情情情情報報報報環環環環境境境境

なぜ今、日本においてＥコマースが注目され

るのだろうか。その理由の一つめは、情報環境

が着々と整備されてきている点が挙げられよう。

課題とされる通信料金(1)もニューヨークよりは

高いが、ロンドン・パリとほぼ並ぶ水準となり

つつある。（図表－１）。
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図 表－ １  ｲﾝﾀー ﾈｯﾄ接続料金と通信料金の 国際比較

672

(注)元ﾃﾞｰﾀは郵政省｢平成９年度電気通信ｻｰﾋﾞｽに係る内外価格差調査｣
    月間15時間のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ使用によるｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｻｰﾋﾞｽ･ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰの料金と
    各都市の市内ｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄまでの通信料金。各ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽは、NTT、
    AT&T、BT、France Telecom、Deutsche Telekomの提供する各ｻｰﾋﾞｽ
    価格(改定の可能性もある）。
(資料)郵政省｢通信白書 平成11年版(1999.6)｣より

(円）
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今後も、企業間の市場競争と技術革新による

通信料金低下が続けば、あと２～３年で現在の

米国並みの水準に近づく可能性もあろう。

二つめとしては、国内の各種情報機器の普及

率が上昇してきている点である。ＰＣの世帯普

及率は30％を超え、インターネットの同普及率

も11％に達している（図表－２）。

通信接続サービスにさらに低額の定額料金制

度などが導入されれば、ＰＣとインターネット

の普及も一段と促進されよう。また、官公庁や

地方公共団体の情報化投資も活発であり、この

傾向は家庭におけるインターネットの生活必需

品化を進めることになろう。

一方、日本の学校教育における情報教育の遅

れが懸念される。図表－２をみると日米の格差

が最も大きいのは「学校のインターネット接続

割合」(2)である。学校教育領域の情報およびコ

ンピュータ活用教育の充実はわが国の情報・知

識産業の将来を左右する問題であり、情報イン

フラの充実と活用教育の強化が必要とされる。

    (3)(3)(3)(3)注注注注目目目目のののの背背背背景景景景

近年、デルコンピュータやアメリカ・オンラ

イン（ＡＯＬ）の収益が一段と向上し、それら

の日本法人や合弁事業なども活発な動きを展開

しており注目されている (図表－３)。

デルコンピュータは、インターネットとイン

トラネットの高度活用により、ユーザーの指定

した仕様のＰＣ注文をインターネット経由で受

注し、高度の情報システムで結び付けられた部

品供給事業者や組立て工場により、最短約１週

間強で組立てユーザーに納品を行う。このジャ

ストインタイムを導入した「デルモデル」(3)と

呼ばれる受注生産・販売システムは、製造業領

域で模範的ビジネスモデルとされている。98年

図表－３  米国の有力Ｅビジネス企業の一部事例（順不同）

事例企業(URL) 設立 事業内容 特色
デルコンピュータ
(http://www.dell.com/)

1984年 PC 等の受注・組立
て販売

ユーザーの発注する仕様に対して、ITを駆使した短納期の受注生産・販
売で好業績を維持。マス・カスタマイゼーションのビジネスモデルの代
表格。全売上の４割がオンライン販売に。日本での展開にも注力。

アマゾンドットコム
(http://www.amazon.com/)

1995年 書籍・CD等の販売 約 300万点強の品揃えによるオンライン書店の代名詞。売れ筋書籍は最
大 4割引きで販売。近年は音楽 CDや電子機器、Eカードなどクロスセ
リングに注力。AOL、ヤフーと共に米国を代表する３社のうちの１社。

ｅベイ
(http://www.ebay.com/)

1995年 個人間のオークシ
ョン取り引きの仲
介

広く偏在する個人のオークション参加需要をインターネット上で会員形
式によって事業化。会員数は 500万人を突破。顧客の相互評価システム
を提供し信頼性獲得。黒字維持。

オートバイテル
(http://www.autobytel.com/)

1995年 自動車販売の仲介
サービス

登録ディラーの自動車情報検索だけでなく、損害保険、ローンの申し込
みなど様々な手続きを同一の画面上で簡単に行える｢ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ･ｻｰﾋﾞｽ｣を
ベースに、返品制度やｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ体制を確立している。

トラベロシティ
(http://www.travelocity.com/)

1996年 航空券・ホテル等の
予約サービス

旅行情報の世界最大手であるセーバーの子会社で、航空券、ホテル、レ
ジャー関係のチケットのオンライン予約サービスを提供。

AOL
(http://www.aol.com/)

1986年 複合オンラインサ
ービス

通 PC通信サービス事業をベースにM&Aで複数ブランドを取り込み積極展
開中。ネットスケープ社も買収。欧州を始め日本へも進出。８月中旬で
世界の会員数は 1,800 万人を突破し、買収したｺﾝﾋﾟｭｰｻｰﾌﾞ会員を加える
と 2,000万人に。ディレクTV等と双方向TVサービスなどを強化中。

（資料）各社ホームページおよび各種マスコミ報道などを参考に作成
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度の売上は120 円換算で約２兆 19 百億円(前期

比+48％)、最終利益は1,752億円(同+55％)と好

業績を達成した。

また、このほかの注目原因として、これら米

国の有力企業の成長ぶりなどから、現在のＩＴ

革命が一過性のブーム現象ではないこと(4)が日

本でも実感され始めているためであろう。さら

に、その米国型の変革手法を導入し、経済の活

性化に役立てようとする産業界の動向なども影

響していよう。

Ｅコマースの背景には米国企業のイントラネ

ット、インターネットを高度活用するノウハウ

や、ＩＴを活かす経営システムや組織構造が存

在する。このため、日本企業がこれまでのビジ

ネススタイルをそのままＥコマースに持ち込ん

でも、それほどの直接的な収益への成果が期待

できない可能性もある。

(1)(1)(1)(1)    日日日日米米米米市市市市場場場場規規規規模模模模予予予予測測測測ににににみみみみるるるるＢＢＢＢ    to to to to ＣＣＣＣのののの課課課課題題題題
99年３月に、通産省より公表された「日米電

子商取引の市場規模調査」(5)では、日本のＥコ

マースは米国の市場規模拡大を追う予測となっ

ている。企業と消費者をつなぐＢ to Ｃ市場よ

り企業間のＢ to Ｂの市場規模拡大傾向が顕著

である。

ちなみに、98 年から 2003 年にかけ日本のＢ

to Ｂ市場は約8.6 兆円から約 68 兆円へ、米国

は19.5兆円が約165兆円へ拡大すると予測され

ている（図表－４）。

同じ期間、Ｂ to Ｃ市場は、日本で 650 億円

から約3.2兆円、米国で約2.3兆円から21.3兆

円へ拡大すると予測されている（図表－５）。

なお、2003年の民間消費支出予測に対するＢ

to Ｃ市場規模比率は、日本が 0.97％、米国が

3.2％であり、３倍強の開きがある。Ｂ to Ｂで

は２倍弱であるのに対して、やや大きな格差で

もある。また、この調査報告書では、日本にお

けるＢ to Ｃの民間消費支出に占める比率が

0.5％を超えるには、インフラやコンテンツ整備

が必要であると指摘している。

企業や産業の合理化推進や競争力強化の流れ

で、Ｂ to Ｂ市場はある程度自律的な拡大が期

待されるのに対して、Ｂ to Ｃ市場は企業と消

費者間を結び付ける様々な社会環境の整備が必

要とされるほか、消費者の潜在的なニーズを顕

在化させるための企業側のノウハウ蓄積と戦略

構築が求められよう。

３３３３．．．．ＥＥＥＥココココママママーーーーススススのののの展展展展望望望望とととと課課課課題題題題
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図 表－ ４ 日米の Ｂ ｔｏ Ｂ 市場規模の 予測(兆円) (％)

(年)
(注)折れ線ｸﾞﾗﾌは総販売額(情報関連ｻｰﾋﾞｽ･通信等除外)の予測数値に対する日米の各比率、
    為替ﾚｰﾄは１ﾄﾞﾙ=120円の前提､通産省とアンダーセンコンサルティングによる共同調査
(出所)通産省｢日米電子商取引の市場規模調査｣(1999.3)より作成
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(出所)通産省｢日米電子商取引の市場規模調査｣(1999.3)より作成
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    ((((2222))))有有有有望望望望視視視視さささされれれれるるるる旅旅旅旅行行行行････自自自自動動動動車車車車････ＰＰＰＰＣＣＣＣ

今後はどのような分野のＥコマースが注目さ

れているのだろうか。図表－６は前出の調査報

告書より 98 年の現状と 2003 年の市場予測を大

きな規模の順に並べ替えたものである。

これによると、98年では「ＰＣ」のＥコマー

ス規模が最大で、続いて「旅行」となっている。

Ｅコマースのユーザー層は、ＰＣの操作や知識

に長けた人々が多く、ＰＣや各種デバイスのネ

ット通販がトップを占めている。２番めの「旅

行」は旅行代理店や航空券などのチケット予約

市場が立ち上がってきているためである。近年

はインターネットのユーザーとして女性層の増

加が顕著で、インターネットユーザーの約３割

に拡大していると推測(6)され、「衣料・アクセ

サリー」や「食品」などの分野が上位に挙がっ

ている。

５年後の予測では、「旅行」が１位、「自動

車」が２位、「ＰＣ」が３位にランクされてい

る。交通機関のチケットや宿泊予約領域は、米

国の事例を見るまでもなく、極めて有望な分野

である。この分野ではＪＴＢなどが豊富な旅行

関係の情報と予約サービス、会員向サービスを

提供している。第２位の「自動車」は従来のデ

ィーラー販売を考慮すると難しい問題もあるが、

米国のオートバイテルの成功事例などもあり、

個別ディーラーの横断情報をユーザーとの間に

立って提供するという情報仲介型ビジネスが、

日本でも拡大する可能性はあろう。

国内でも既に数多くの Web サイトが開設され

ているが、５年後でも電子商取引の消費支出に

占める比率は１％程度の予測である。しかし、

経済全体に及ぼす波及効果はかなり大きいもの

となろう。

(3)(3)(3)(3)    立立立立ちちちち上上上上ががががるるるる日日日日本本本本ののののＥＥＥＥココココママママーーーースススス
日本においても 95～96 年あたりからサイト

の開設が始まり、この１～２年に新規事業とし

て数多くのサイトが立ち上げられている（図表

－７）。

当初は比較的大企業の宣伝・広報を目的とす

るサイトや米国で注目された書店、中小・ベン

チャー事業のサイト開設が活発であった。しか

し近年は、より本格的なＥコマース展開を意識

した内容に変化してきており、中小・ベンチャ

ー企業の注目される新サイトも登場している。

                            

                           図表－６ 日本のB to Ｃ市場の現状と将来予測             (単位：億円、％)

１９９８年（現状） ２００３年（予測）
市場
規模

商品・サービス 市場
規模

電子商取
引化率

市場
規模

商品・サービス 市場
規模

電子商取
引化率

１ ＰＣ 250 1.77 １ 旅行 9,100 5.8
２ 旅行 80 0.06 ２ 自動車 4,900 7.6
３ 衣料・アクセサリー 73 0.05 ３ ＰＣ 3,700 17.6
４ その他物販 57 0.03 ４ サービス 2,800 0.2
５ 食品 41 0.01 ５ 衣料・アクセサリー 1,800 1.0
６ 書籍・ＣＤ 36 0.14 ６ その他物販 1,600 0.7
７ 趣味・雑貨・家具 34 0.03 ７ 食品 1,500 0.5
８ サービス 23 0.00 〃 金融 1,500 1.8
９ 自動車 20 0.03 ９ エンタテインメント 1,400 0.8
10 エンタテインメント 14 0.01 10 趣味・雑貨・家具 1,200 0.9
〃 金融 14 0.02 11 書籍・ＣＤ 1,100 3.8
12 ギフト商品 5 0.01 12 ギフト商品 950 1.6
合計 全体合計 646 0.02 合計 全体合計 31,600 1.0

(注)下記の調査および予測は通産省とアンダーセンコンサルティングによる共同調査
(資料)通産省「日米電子商取引の市場規模調査（99.3）」より作成
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また、Ｅコマースでの展開に適した各種情報

提供サービスや予約サービス、さらに情報仲介

事業の展開が活発である。この仲介型ビジネス

は、事業分野によっては中長期的に既存流通業

界へ大きな影響を及ぼすことも予想されよう。

このほか今後、デジタルコンテンツのネット

ワークによる配信ビジネスとして、書籍や音楽

ソフト、ゲームソフトなどのコンテンツビジネ

スの本格的発展も期待される。また、金融領域

でも株式取引きや投資信託などの販売、情報提

供ビジネスをリンクさせた事業など、各種の金

融サービスがネットワーク上へ展開する動きが

開始されている。

ただ、注目される米国の有力Ｅコマース企業

でも、膨大な情報化投資と開発経費などで赤字

の企業が多い。日本でも、ユーザーアクセス数

は多いが、売上に結びつかずＥコマース事業か

ら撤退したり、変化の激しい事業環境に追随で

きず廃業する例も数多く見られる。

Ｅコマース事業は、一定のアクセス数や特定

のユーザー層を確保しているサイトならば、提

携や事業売却といったリストラ手段の選択もあ

るが、そうでない限りは撤退・廃業・倒産を余

儀なくされる厳しい面を持つ事業でもある。

((((4444))))企企企企業業業業側側側側のののの能能能能力力力力アアアアッッッッププププのののの課課課課題題題題

図表－８はインターネット・コマースの課題

に関する、企業を対象としたアンケート調査結

果である。インターネット・コマースの課題は

「技術的課題」と「経営課題」の２つに大別さ

れる。

これを 97～98 年で比較すれば「技術的課題」

では「便利で信頼できる決済手段」に改善が見

られる。これは郵送やＦＡＸなどで事前にクレ

ジット情報を企業側へ提供したり、代金引き換

え（代引き）による決済手段が増加しているこ

とが推測される。電子マネーなどによる本格的

なネット決済には、法制面や認証制度などの整

備を待つ必要もありそうである。さらに、「新

しい技術への対応」、「データ管理」、「トラ

ブルへの対応」などは、企業側の情報インフラ

の管理や活用面で、情報環境の高度化や変化に

図表－７ 国内B to Ｃ市場のＥコマース企業の事例

商品･ｻｰﾋﾞｽ分類 事業内容 企業（一部企業のみ、順不同､準備中を含む） 備考
ＰＣ PC小売、PC受注生産販売(BTO)、

各種付属品販売
ﾃﾞﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ(BTO)､日本ｹﾞｰﾄｳｪｲ(BTO)､ｺﾝﾊﾟｯｸｺﾝﾋﾟｭ
ｰﾀ(BTO)､東芝､ﾗｵｯｸｽ､ｿﾌﾏｯﾌﾟ等々

ﾒｰｶｰ系と流通系に二分｡
ｹﾞｰﾄｳｪｲとデルが代表格｡

旅行 ﾊﾟｯｸﾂｱｰの予約･販売、
航空券の予約･販売、ﾎﾃﾙ等予約

JTB､近畿日本ﾂｰﾘｽﾄ､東急観光､ｴｲﾁ･ｱｲ･ｴｽ､日本航
空､全日空､日本ｴｱｼｽﾃﾑ､日立造船情報ｼｽﾃﾑ等々

旅行代理店と航空界社､
その他異業種企業も｡

物販・ギフト ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ･ﾓｰﾙ、衣料、アクセサリー、
家庭用品、食品、花等々

楽天(｢楽天市場｣)､住友 VISA ｶｰﾄﾞ(｢V-Mall｣)､NTT
ﾃﾞｰﾀ(｢まちこ｣)､千趣会､日比谷花壇等々

多数の企業あり､モール
内に中小事業多数｡

書籍・ＣＤ 書籍の注文・販売、音楽ＣＤの注文・
販売

紀伊国屋書店､ﾄｰﾊﾝ､ﾌﾞｯｸｻｰﾋﾞｽ(ﾔﾏﾄ運輸子会社)､丸
善等々、新星堂､ﾀﾜｰﾚｺｰﾄﾞ等々

書店等 DB 強化､宅配や
書店､ｺﾝﾋﾞﾆ受取も｡

自動車 新車、新古車、中古車の販売、情報
仲介

ﾘｸﾙｰﾄ､ｱｽｷｰ､ｵｰﾄﾊﾞｲﾃﾙ(JV:米ｵｰﾄﾊﾞｲﾃﾙ､伊藤忠等)､ｶｰ
ﾎﾟｲﾝﾄ(JV:ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ､ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ､ﾔﾌｰ)等々

単価高く注目され､大手
異業種の JVも｡

金融 各種金融商品(株式、投信、保険等 )々
販売、ﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ･ｻｰﾋﾞｽ

大和証券､野村証券､松井証券､ｲｰ･ﾄﾚｰﾄﾞ証券､日興
ﾋﾞｰﾝｽﾞ証券､三和銀行､さくら-富士通等々

ﾎｰﾑ BK 領域では携帯電
話のｉﾓｰﾄﾞを注視｡

ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ 各種チケットの予約・販売 ぴあ､チケットセゾン等々、各劇場等々 成長期待分野｡
各種サービス ﾈｯﾄ･ｵｰｸｼｮﾝ、各種情報提供ｻｰﾋﾞｽ(ﾎﾟｰ

ﾀﾙｻｲﾄ､検索ｻｲﾄ)、広告、出版系等々
ｼﾞｬｽﾄｼｽﾃﾑ､楽天､ｵﾝｾｰﾙ､･･･…NEC､ﾆﾌﾃｨ､ﾔﾌｰ､NTT-
X､ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ､富士通､松下電器､ｿﾆｰｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾈｯﾄﾜｰ
ｸ､･･…､ﾘｸﾙｰﾄ､ﾀﾞﾌﾞﾙｸﾘｯｸ(JV)､ｻｲﾊﾞｰ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ
(JV)､ｲﾝﾌﾟﾚｽ､日経BP等々

新規事業分野が多く､異
業種からの新規参入や内
外での JV、提携も活発｡

(注)各分野ごとに多数開設されているWebサイトの企業の、ごく一部の事例。基本的にｲﾝﾀｰﾈｯﾄによるサービス。
   BTO(Build To Order)：受注生産方式、ポータルサイト：ユーザーが最初にアクセスするWebサイトの意、JV：合弁事業。
(資料)複数の検索エンジンによるホームページ検索や複数のマスコミ報道等々よりニッセイ基礎研究所作成
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十分に追随できていない状況が現れている。

また、「経営課題」の面では「運用コスト」、

「運用負担」の項目に改善が見られるほかは、

概して各テーマに関して課題増の傾向にある。

たしかに、インフラは技術革新によるハードや

ソフトの価格性能比の改善も著しく、妥当な内

容を反映している。一方、「サイトの認知度」、

「売上」、「アクセス数」、「マーケティング

ノウハウ」などの項目が悪化傾向にあるが、こ

れらが 97 年頃に米国のＥコマース企業が経験

し、乗り越えてきた「壁」ではないだろうか。

ネットワークを活用する消費者が増える一方

で、迎え入れる企業側の技術的対応からマーケ

ティング領域までの、Ｅコマース事業について

の新たな能力獲得と経営力強化が求められてい

るようである。

以上ではＥコマースの現状と展望、および課

題について概観してきた。以降ではＥコマース

普及のための企業と消費者のコミュニケーショ

ン在り方という観点から簡略な検討を加えてみ

よう。

((((1111))))普普普普及及及及へへへへのののの基基基基本本本本的的的的課課課課題題題題

今後さらにＥコマースを普及させるためには、

情報環境の充実が大前提であるが、この他の要

件としては何があるだろうか。

政府機関や民間のインターネット利用者への

複数のアンケート調査などからは、「個人情報

の流出」や「セキュリティ」などに関しての「不

安」や「心配」の回答が数多く挙げられている。

また近年、マスコミ報道でも、ネットワークに

よる各種の犯罪を扱った番組や特集記事も多く

なっている。

Ｅコマースの健全な発展のためには、消費者

のインターネットやＥコマース利用に対する漠

然とした「不安」や「心配」を、社会的にも改

善することが必要とされる。

この場合それら対策には、ネットワーク全体

の社会的レベルの対策と産業界・企業による対

策の二つがあろう。さらに、ユーザーの個人レ

ベルでの対策といった点も重要な課題である。

社会的レベルでは犯罪防止に関わる個人情報保

４４４４．．．．EEEEココココママママーーーースススス普普普普及及及及ののののたたたためめめめのののの要要要要件件件件

0 10 20 30 40 50 60 70

回線速度が遅い

便利で信頼できる決済手段がない

新しい技術に十分に対応できな

アクセス数等のデータ管理が十分にできない

技術的なトラブルへの対応が十分にできない

ハッカーの新入等の犯罪の不安がある

その他

サイトの認知度が低い

売上が増えない

来訪者数（アクセス数）が増えない

マーケティングノウハウが足りない

運用コストがかかる

運用負担がかかる

不明や偽注文等顧客とのトラブルがある

代金回収ができないことがある

その他

97年

98年

技

術

的

課

題

経

営

課

題

(出所）郵政省｢通信白書 平成11年版｣、｢インターネットコマース調査」より

図 表－ ８ インター ネ ットコマー ス (Ｂ ｔｏ Ｃ)の 課題 （％）
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護等々の各種法制面に関わる対策が中心であろ

う。さらに、産業界・企業レベルでは認証シス

テムや暗号システムの導入、さらに電子情報の

管理体制などの強化が求められよう。それらの

体制をユーザーに分かりやすく説明し明示する

ことも必要であろう。

また、ユーザー個人のレベルでも、安易に個

人情報をネットワーク経由で発信しないことや

ウィルス対策を講じる危機管理が求められる。

以降では、特に企業側は個別にＥコマース拡

大のために何をすべきかという点に焦点を絞っ

てみよう。

(2)(2)(2)(2)企企企企業業業業へへへへのののの信信信信頼頼頼頼感感感感のののの獲獲獲獲得得得得

企業がＥコマースを展開する上ではもう一段

のユーザー（消費者）の「安心感」や「信頼感」

を得ることが必要である。それは設備や情報シ

ステムといった物理的なものでなく、Ｅコマー

ス企業そのもの、その事業自体に対する「信頼

感」であり、ユーザーの消費者心理に関わる「安

心感」である。特にＥコマースの場合、直接的

な人との接触がないだけに、重要でセンシティ

ブな部分でもある（図表－９）。

ユーザー側は企業の Web サイトへのアクセス

と財・サービス購入の際に、①求める情報（商

品、サービス、価格等）への円滑な到達、②確

実な財・サービスの提供、③安全・確実な決済

などの基本的な要件に加え、④新鮮で付加価値

の高い（役に立つ）情報提供、さらに⑤円滑な

コミュニケーション（確認・質問・苦情）等々

を共通項として期待していると考えられる。

企業側にはこれらユーザー側の期待に応える

事業努力と同時に、①情報システムを高度に管

理する力、②移り気なユーザーのアクセスを引

き止められる財やサービスの提供および提供手

法、③提供されたユーザー情報やそのアクセス

の足跡を有効活用するノウハウの獲得、さらに

④各種の犯罪行為や違法行為から自社事業を守

る高度な危機管理体制などの獲得・構築が必要

とされよう。

図表－９ B to Cにおける消費者の期待と企業体制の概念図

そそそそのののの他他他他ののののココココミミミミュュュュニニニニケケケケーーーーシシシショョョョンンンン手手手手段段段段

企
業
側
（
供
給
側
）

消
費
者
側
（
需
要
側
）

・確実な財・サービスの提供

・安全・確実な決済

・求める情報への円滑な到達

・新鮮さ(ﾃﾞｻﾞｲﾝ､付加情報 etc.)

・ 円滑なコミュニケーション
(確認ﾒｰﾙ・ｸﾚｰﾑ対応 etc.)

安心感・信頼感 ファンブランド力 Ｃ Ｓ

確
実
な
対
応（
情
報
シ
ス
テ
ム
の

高
度
活
用
・
安
全
管
理
の
強
化
）

人
的
な
対
応
・
）

・ＣＳの徹底した追及

・ 顧客ﾆｰｽﾞの徹底把握
(ＤＢ分析・顧客情報
 ・失敗分析 etc.）

電話・FAX

店頭(対面)

企業側＝信頼性の高いシステムと十分な処理能力／信頼性の高いプラットフォーム＝ユーザー側

・高度の危機管理体制
ココココ
ミミミミ
ュュュュ
ニニニニ
ケケケケ
ーーーー
シシシシ
ョョョョ
ンンンン

イイイインンンンタタタターーーーネネネネッッッットトトト
ホホホホーーーームムムムペペペペーーーージジジジ

・ 顧客をコミュニティ
  メンバーとしてケア

HP・メール・チャット

商取引

(資料)ニッセイ基礎研究所作成
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このような事業活動により、顧客からの注文

への迅速で確実な財・サービスの提供、各種の

確認メールの送付、ユーザー個別の直接または

潜在的ニーズの把握や利便性の高いサービス提

供を可能とするＥコマース事業が構築されよう。

結果的にそれらの企業活動が、顧客のＥコマー

ス企業に対する「安心感」と「信頼感」を醸成

し、顧客満足の充足に繋がり、その延長上にあ

るＥコマース企業のブランド力をも強化しよう。

(3)(3)(3)(3)ＥＥＥＥココココママママーーーースススス成成成成功功功功のののの要要要要件件件件

多くの米国の成功事例から抽出されるＥコマ

ースの成功要因は、単に電子的なシステムを構

築し、情報化のメリットである時間的、距離的

制約から「顧客との商取引」を開放したことだ

けではない。インターネットの活用をベースに

既存のＦＡＸや電話などを含めた各種のコミュ

ニケーション手段を通じて、ネットワークを活

用する顧客特性に応じた「顧客満足」の充足・

獲得に尽きるようである。この点が日本におい

てもＥコマース拡大の重要なカギとなろう。

ただ、これらＥコマース企業の展開を、一つ

の単純なビジネスモデルで提示することは不可

能である。なぜならば各業界、企業ごとに、ま

た各企業の持つ特徴、目指す事業の方向性やビ

ジョンによりそれらは様々であり、当然のこと

ながら各企業が自ら情報と知識を駆使してビジ

ネスモデル構築を行う必要がある。

経営全域での情報技術の有効活用と顧客が来

訪（アクセス）してやまない魅力ある財やサー

ビス、情報を継続して提供可能とする経営力の

獲得が、Ｅコマース成功の要件であろう。

ネットワーク全体の課題である認証システムや

個人情報保護などの法制面に関わる部分につい

ては、日本においても様々な制度や法律制定の

動きが開始されており、今後１～２年のうちに

大きくＥコマース普及の環境が整備されてくる

ことが見込まれよう。

一方、技術的な課題としては、来年初めに

「2000年問題」が控えているほか、複雑さを増

すネットワーク機器や頻繁なソフトのバージョ

ンアップは、技術過渡期特有の不安定さを示し、

それらがＥコマース事業にダメージを与える可

能性もある。このように様々な課題を内包する

Ｅコマースであるが、経済の活性化を目指す現

環境下で、予想以上に自律的に普及が促進され

る可能性もあろう。

この点では供給側の企業も利用側の消費者も、

社会レベルにおいても危機管理の徹底した対応

や体制を強化し、安全性を確認しながら能動的

な取り組みが必要とされよう。Ｅコマースはま

だ発展の途についたばかりである。

------------------------------------------------------------------------------------------------
(注1) 郵政省「通信白書 平成11年版」のP.39にある「インター

ネット利用状況調査」によると接続料、電話代等に「お金
がかかる」とする回答は男性80.5％、女性70.8％と、依然
としてユーザー側は割高感を持っている。

(注2) 文部省「学校のインターネット接続計画」では公立の小中
学校・高校などを平成13年までに全てインターネットへ接
続する計画。グラフにある18.7％は平成10年３月末のデー
タである。課題はその後の活用教育の体制構築であろう。

(注3) デルモデル：受注生産(BTO)・販売を高度の情報システムを
活用して行う代表事例。企業間のＢ to Ｂと消費者へのＢ
to Ｃを結合した、「Ｂ to Ｂ to Ｃ」モデルとも言えよう。

(注 4)一過性のブームであるのかどうかという点は、もう少し時間
的な経過による評価も必要であろうが、米国の好景気や株式
市場の活況による影響も含まれているのは事実である。自動
車販売や書籍販売など特定の領域で、その流通構造などが変
化してきているのも事実である。さらにＰＣ普及率やインタ
ーネットの接続率が上昇すれば、様々な産業の変革の動きも
予想され、マクロ経済的な観点からの今後の分析が注目され
よう。

(注5)通産省「日米の電子商取引の市場規模調査」(平成11年３月)
は通産省とアンダーセンコンサルティングによる共同調査
の報告書。

５５５５．．．．おおおおわわわわりりりりにににに
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(注6) 郵政省「通信白書 平成11年版」のP.36にある「日米のイ
ンターネット利用者に占める女性の割合」における民間調査
データの平均値25.8％（98年冬）よりの推測。

・ 本レポート記載のデータは各種の情報源から入手、加工したも
のですがその正確性と完全性を保障するものではありません。
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